
横浜市地区センター条例（本文） 

制  定 昭和 48 年６月 20 日条例第 46 号 

最近改正 平成 20 年６月 25 日条例第 29 号 

（設置） 

第１条 地域住民が、自らの生活環境の向上のために自主的に活動し、及びスポーツ、レクリエーション、クラブ活動等を通じて相互の

交流を深めることのできる場として、横浜市に地区センターを置く。 

２ 地区センターの名称及位置は、別表第１のとおりとする。 

（利用の目的） 

第２条 地区センターは、次に掲げる事項のために、地域住民のだれもが気軽に利用することができる。 

(1) スポーツ、レクリエーション、クラブ活動及び学習 

(2) 講演会、研究会、展示会その他各種集会の開催 

(3) その他地域住民の自主的な活動と相互の交流のため必要な事項 

２ 横浜市は、地区センターにおいて、地域住民の福祉の向上を図るため、自ら事業を行い、地域住民の自主的な活動を援助することが

できる。 

 （開館時間等） 

第３条 地区センターの開館時間及び休館日は、規則で定める。 

（利用の制限） 

第４条 地区センターは、次の各号の一に該当する場合は、利用することができない。 

(1)  営利のみを目的として利用するとき。 

(2)  その他利用の目的が地区センターの設置の目的に反するとき。 

（指定管理者の指定等） 

第５条 次に掲げる地区センターの管理に関する業務は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定により、指定

管理者（同項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に行わせるものとする。 

 (1) 地区センターの施設の利用の許可等に関すること。 

(2) 第２条第２項に規定する事業の実施等に関すること。 

(3) 地区センターの施設及び設備の維持管理に関すること。 

(4) その他市長が定める業務。 

２ 市長は、指定管理者を指定しようとするときは、特別の事情があると認める場合を除き、公募するものとする。ただし、別表第１の

３の表及び４の表に掲げる地区センターについて、地域住民の自主的活動及び相互の交流を深める活動に対して支援を行うために地域

住民により組織されたと認められるものを指定管理者の候補者として選定する場合にあっては、この限りでない。 

３ 指定管理者の指定を受けようとするものは、事業計画書その他規則で定める書類を市長へ提出しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定により提出された書類を審査し、かつ、実績等を考慮して、地区センターの設置の目的を最も効果的に達成する

ことができると認めたものを指定管理者として指定する。 

（指定管理者の指定等の公告） 

第６条 市長は、指定管理者の指定をしたとき、及びその指定を取り消したときは、遅滞なく、その旨を公告しなければならない。 

（利用の許可） 

第７条 別表第２に掲げる施設を利用しようとする者は、指定管理者の許可を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の許可に地区センターの管理上必要な条件を付けることができる。 

３ 指定管理者は、第１項の施設の利用が次のいずれかに該当する場合は、利用を許可しないものとする。 

 (1) 地区センターにおける秩序を乱し、又は公益を害するおそれがあるとき。 

 (2) 地区センターの設置の目的に反するとき。 

 (3) 地区センターの管理上支障があるとき。 

 (4) その他指定管理者が必要と認めたとき。 

４ 第１項の許可の手続きについて必要な事項は、規則で定める。 

（利用料金） 

第８条 別表第１の１の表に掲げる地区センターの別表第２に掲げる施設を貸切で利用しようとする者は、指定管理者に対し、その利用

に係る料金（以下「利用料金」という。）を支払わなければならない。 

２ 利用料金は、別表第２に定める額の範囲内において、指定管理者が市長の承認を得て定めるものとする。 

３ 利用料金は、前納とする。ただし、必要があると認められる場合又は規則で定める場合は、指定管理者は、後納とすることができる。 

（利用料金の減免） 

第９条 指定管理者は、必要があると認められる場合又は規則で定める場合は、利用料金の全部又は一部を免除することができる。 

（利用料金の不返還） 

第10条 既納の利用料金は、返還しない。ただし、必要があると認められる場合又は規則で定める場合は、指定管理者は、その全部又

は一部を返還することができる。 

（許可の取消し等） 

第11条 指定管理者は、第7条第1項の規定により許可を受けた者が次のいずれかに該当する場合は、同項の規定による許可を取消し、



又は施設の利用を制限し、若しくは停止させることができる。 

(1) 第７条第３項各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

(2) この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこれらに基づく指定管理者の処分に違反したとき。 

 (3) この条例に基づく許可の条件に違反したとき。 

（委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   （中 略） 

  附 則(平成 20 年６月条例第 29 号) 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 

 



別表第１（第１条第２項）

１　地区センター

名　　　　　称 位　　　　　置

横浜市潮田地区センター

横浜市駒岡地区センター　　　　

横浜市末吉地区センター 横浜市鶴見区

横浜市寺尾地区センター

横浜市生麦地区センター

横浜市矢向地区センター

横浜市神奈川地区センター

横浜市神之木地区センター

横浜市神大寺地区センター

横浜市白幡地区センター

横浜市菅田地区センター

横浜市西地区センター

横浜市藤棚地区センター

横浜市竹之丸地区センター

横浜市野毛地区センター 横浜市中区

横浜市本牧地区センター

横浜市大岡地区センター

横浜市永田地区センター 横浜市南区

横浜市中村地区センター

横浜市南地区センター

横浜市港南地区センター

横浜市港南台地区センター

横浜市永谷地区センター

横浜市野庭地区センター　　　

横浜市東永谷地区センター

横浜市今井地区センター

横浜市西谷地区センター

横浜市初音が丘地区センター

横浜市ほどがや地区センター

横浜市市沢地区センター　　　

横浜市今宿地区センター　    

横浜市希望が丘地区センター

横浜市白根地区センター

横浜市都岡地区センター

横浜市若葉台地区センター

横浜市磯子地区センター

横浜市上中里地区センター

横浜市杉田地区センター

横浜市根岸地区センター

横浜市金沢地区センター

横浜市釜利谷地区センター

横浜市富岡並木地区センター　 横浜市金沢区

横浜市能見台地区センター　

横浜市六浦地区センター

横浜市菊名地区センター

横浜市篠原地区センター

横浜市城郷小机地区センター

横浜市綱島地区センター 横浜市港北区

横浜市新田地区センター

横浜市日吉地区センター

横浜市十日市場地区センター

横浜市長津田地区センター

横浜市中山地区センター

横浜市白山地区センター

横浜市神奈川区

横浜市西区

横浜市港南区

横浜市保土ケ谷区

横浜市旭区

横浜市磯子区

横浜市緑区



横浜市美しが丘西地区センター

横浜市大場みすずが丘地区センター

横浜市奈良地区センター

横浜市藤が丘地区センター

横浜市山内地区センター

横浜市若草台地区センター

横浜市北山田地区センター

横浜市都筑地区センター

横浜市中川西地区センター

横浜市仲町台地区センター

横浜市踊場地区センター

横浜市上矢部地区センター

横浜市大正地区センター

横浜市戸塚地区センター

横浜市東戸塚地区センター

横浜市舞岡地区センター

横浜市上郷地区センター

横浜市豊田地区センター

横浜市本郷地区センター

横浜市上飯田地区センター  　

横浜市下和泉地区センター

横浜市立場地区センター

横浜市中川地区センター

横浜市阿久和地区センター

横浜市瀬谷地区センター 横浜市瀬谷区

横浜市中屋敷地区センター

２　コミュニティハウス

名　　　　　称 位　　　　　置

横浜市潮田公園コミュニティハウス

横浜市鶴見市場コミュニティハウス

横浜市幸ケ谷公園コミュニティハウス 横浜市神奈川区

横浜市浅間コミュニティハウス

横浜市戸部コミュニティハウス

横浜市中本牧コミュニティハウス 横浜市中区

横浜市浦舟コミュニティハウス

横浜市蒔田コミュニティハウス

横浜市六ツ川一丁目コミュニティハウス

横浜市睦コミュニティハウス     

横浜市桜道コミュニティハウス 横浜市港南区

横浜市権太坂コミュニティハウス

横浜市桜ケ丘コミュニティハウス

横浜市上白根コミュニティハウス（※）

横浜市鶴ケ峰コミュニティハウス

横浜市滝頭コミュニティハウス 横浜市磯子区

横浜市柳町コミュニティハウス  横浜市金沢区

横浜市菊名コミュニティハウス　

横浜市師岡コミュニティハウス

横浜市霧が丘コミュニティハウス 横浜市緑区

横浜市青葉台コミュニティハウス 横浜市青葉区

横浜市倉田コミュニティハウス 横浜市戸塚区

横浜市飯島コミュニティハウス 横浜市栄区

横浜市中田コミュニティハウス　 横浜市泉区
※規則で定める日から施行

３　集会所

名　　　　　称 位　　　　　置

横浜市鶴見中央集会所 横浜市鶴見区

横浜市幸ケ谷集会所

横浜市松見集会所

横浜市平沼集会所 横浜市西区

横浜市上台集会所 横浜市中区

横浜市しらゆり集会所 横浜市泉区

横浜市神奈川区

横浜市戸塚区

横浜市栄区

横浜市鶴見区

横浜市泉区

横浜市西区

横浜市南区

横浜市保土ケ谷区

横浜市港北区

横浜市旭区

横浜市都筑区

横浜市青葉区



４　スポーツ会館

名　　　　　称 位　　　　　置

横浜市羽沢スポーツ会館 横浜市神奈川区

横浜市六ツ川スポーツ会館 横浜市南区

横浜市下野庭スポーツ会館 横浜市港南区

横浜市瀬戸ケ谷スポーツ会館 横浜市保土ケ谷区

横浜市本村スポーツ会館 横浜市旭区

横浜市六浦スポーツ会館 横浜市金沢区

横浜市小机スポーツ会館 横浜市港北区

横浜市十日市場スポーツ会館 横浜市緑区

横浜市新石川スポーツ会館 横浜市青葉区

横浜市大熊スポーツ会館

横浜市東山田スポーツ会館
横浜市都筑区



横浜市地区センター条例施行規則 

制  定 平成 15 年 10 月 3 日規則第 93 号 

最近改正 平成 19 年 9 月 5 日規則第 91 号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、横浜市地区センター条例(昭和 48 年６月横浜市条例第 46 号。以下「条例」という。) 

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(開館時間) 

第２条 地区センターの開館時間は、午前９時から午後９時までとする。ただし、日曜日及び国民の祝日に

関する法律(昭和 23 年法律第 178 号)第３条に規定する休日における開館時間は、午前９時から午後５時ま

でとする。 

２ 区長は、前項の規定にかかわらず、当該地区センターの利用状況等を考慮して、開館時間を別に定めるこ

とができる。 

３ 区長は、前２項の規定にかかわらず、特に必要があると認める場合は、開館時間を変更することができる。 

(休館日) 

第３条 地区センターの休館日は、１月１日から１月４日まで及び 12 月 28 日から 12 月 31 日までとする。

ただし、条例別表第１の２の表に掲げる地区センターにあっては、１月１日から１月３日まで及び 12 月 29

日から 12 月 31 日までとする。 

２ 区長は、前項の規定にかかわらず、特に必要があると認める場合は、休館日に開館し、又は休館日以外の

日に開館しないことができる。 

(指定管理者の公募) 

第４条 区長は、条例第５条第２項本文の規定により公募を行う場合は、あらかじめ、指定管理者の指定の

基準を定め、かつ、これを公にしておくものとする。 

２ 区長は、前項の指定の基準を定めるに当たっては、地区センターが、地域住民が自主的に活動し、及び相

互の交流を深めることのできる場であることを考慮しなければならない。 

(指定申請書の提出等) 

第５条 指定管理者の指定を受けようとするものは、指定申請書(別記様式)を区長に提出しなければならな

い。 

２ 前項の申請書には、条例第 5 条第 3 項に規定する事業計画書及び次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

(1) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

(2) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

(3) 前項の申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の収支計

算書及び事業報告書 

(4) 当該地区センターの管理に関する業務の収支予算書 

(5) その他区長が必要と認める書類 

  （利用料金の後納） 

 第６条 条例第８条第３項ただし書に規定する規則で定める場合は、国又は地方公共団体が利用する場合とす

る。 

  （利用料金の減免） 

 第７条 条例第９条に規定する規則で定める場合は次の各号に掲げるとおりとし、免除する利用料金の額は当

該各号に定めるとおりとする。 

(1) 本市が主催し、又は共催する行事のために利用する場合 利用料金の全額  

(2) その他市長の承認を得て指定管理者が定める場合 市長の承認を得て指定管理者が定める額 

  （利用料金の返還） 

 第８条 条例第 10 条ただし書に規定する規則で定める場合は次の各号に掲げるとおりとし、返還する利用料

金の額は当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 条例第７条第１項の規定により許可を受けた者（次号において「利用者」という。）の責めに帰する

ことができない事由により条例別表第２に掲げる施設の利用ができなくなった場合 既納の利用料金の

全額 

(2) 利用者が利用日の７日前までに利用の許可の取消しを申し出た場合 既納の利用料金の全額 

（委任） 

第９条 この規則の施行に関し必要な事項は、市民局長が定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

（中 略） 

附 則(平成 19 年９月規則第 91 号) 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

 

 

 

別記様式(第 5 条第 1 項) 

指定申請書 

年  月  日  

(申請先) 

 横浜市  区長 

所在地      

申請者 団体名      

代表者氏名      

  

 次の地区センターの指定管理者の指定を受けたいので、申請します。 

  

地区センター      

横浜市      コミュニティハウス      

集会所      

スポーツ会館      

  

  

  

  

(注意)申請に際しては、次の書類を添付してください。 

 (1) 事業計画書 

 (2) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類 

 (3) 法人にあっては、当該法人の登記簿謄本 

 (4) 指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の収支計

算書及び事業報告書 

 (5) 当該地区センターの管理に関する業務の収支予算書 

 (6) その他区長が必要と認める書類 
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